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令和 6年度行政コスト計算財務書類の作成について 

１．作成の根拠 

   ｢特殊法人等に係る行政コスト計算書作成指針」(平成 13 年 6 月財政制度等審議会 財政制度分

科会 法制・公企業会計部会 公企業会計小委員会公表)に拠る。 

２．作成の趣旨 

行政コスト計算書とは、特殊法人等について、説明責任の確保と透明性の向上の観点から、最

終的に国民負担に帰すべきコストを集約表示する書類である。民間企業として活動を行っている

と仮定した場合の財務書類で、通常コストとして認識されない、政府出資金等に係る機会費用に

ついてもコストとして認識する。 

３．行政コスト計算書の体系（以下の計算書類体系を｢行政コスト計算財務書類｣という。） 

・行政コスト計算書

（添 付） 

・民間企業仮定貸借対照表（以下 ｢仮定貸借対照表｣という。）

・民間企業仮定損益計算書（以下 ｢仮定損益計算書｣という。）

・キャッシュ・フロー計算書

・民間企業仮定株主資本等変動計算書

・附属明細書

４．行政コスト計算書の作成手順等 

(1) 現在作成している財務諸表の修正

現行の貸借対照表、損益計算書について、民間企業として活動しているとの仮定にたって企

業会計原則に準拠した会計処理に則って修正を行い、仮定貸借対照表、仮定損益計算書等を作

成する。 

(2) 機会費用の加算

仮定損益計算書に計上された費用(損失)から、自己収入を控除し、これに政府からの出資・無

利子貸付金等に係る機会費用を加算して、行政コストを算出する。 

(作成手順図) 

現行貸借対照表 (修 正) 

―――→ 

仮定貸借対照表 (機会費用加算) 

 ――――→ 現行損益計算書 仮定損益計算書 行政ｺｽﾄ計算書  

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書等

（別添） 
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Ⅰ 業務費用

仮定損益計算書上の費用

資金調達費用 3,065,152,509

役務取引等費用 80,615,986

その他業務費用 47,734,962

業務経費 5,434,236,448

その他経常費用 1,224,012,354

特別損失 408,580 9,852,160,839

(控除）業務収益

資金運用収益 △ 8,768,237,880

役務取引等収益 △ 3,274,599

その他経常収益 △ 174,503,497 △ 8,946,015,976

業務費用合計 906,144,863

Ⅱ 機会費用

政府出資の機会費用 2,340,540,667

低利借入金に係る機会費用 4,333

公務員からの出向職員に係る

10,324,040

機会費用合計 2,350,869,040

Ⅲ 行政コスト 3,257,013,903

退職給付引当金増加額

行政コスト計算書

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

（単位：円）

科　　目 金　　額
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15,807,722,327 658,200,460,600

現 金 2,134,938 118,149,500,000

預 け 金 15,805,587,389 2,301,292,711

8,241,615,500 1,069,999,282

株 式 6,139,396,686 1,231,293,429

社 債 2,102,218,814 182,255,075

926,758,875,730 2,195,729,678

980,548,375,730

△ 53,789,500,000  

562,142,308

482,429,246

79,713,062 781,029,238,064

7,584,768,351

6,445,663,370

3,295,026,939 156,348,742,000

276,790,746 △ 171,523,559

2,759,414,865 △ 171,523,559

△ 5,192,127,569
米 穀 資 金 ・ 新 事 業
創 出 促 進 積 立 金

1,096,563,775

388,337,809 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,268,087,334

196,148,009 △ 42,121,186

192,189,800

△ 22,179,126,706 156,135,097,255

937,164,335,319 937,164,335,319

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

その他有価証券評価差額金

貸 倒 引 当 金 純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

土 地 資 本 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 利 益 剰 余 金

建 設 仮 勘 定 利 益 剰 余 金

未 収 収 益

そ の 他 の 資 産 負 債 の 部 合 計

有 形 固 定 資 産

建 物 （純資産の部）

そ の 他 資 産

有 価 証 券 未 払 費 用

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

貸 出 金 退 職 給 付 引 当 金

証 書 貸 付

未 貸 付 額

そ の 他 負 債

民間企業仮定貸借対照表

（令和7年3月31日現在）

（単位：円）

科　  目 金　額 科　  目 金　額

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 借 用 金

債 券
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経常収益 10,251,892,645

資金運用収益 8,768,237,880

貸出金利息 8,722,074,830

有価証券利息配当金 46,163,033

その他の受入利息 17

役務取引等収益 3,274,599

国庫補助金収入 3,320,053

政府補給金収入 1,302,556,616

その他経常収益 174,503,497

株式等売却益 5,000,429

その他の経常収益 169,503,068

経常費用 9,851,752,259

資金調達費用 3,065,152,509

借用金利息 2,482,399,383

債券利息 582,753,126

役務取引等費用 80,615,986

その他業務費用 47,734,962

業務経費 5,434,236,448

その他経常費用 1,224,012,354

貸倒引当金繰入額 539,493,574

貸出金償却 611,206,208

株式等償却 59,701,996

その他の経常費用 13,610,576

経常利益 400,140,386

特別損失 408,580

固定資産処分損 408,580

当期純利益 399,731,806

民間企業仮定損益計算書

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

（単位：円）

科　　目 金　　額
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（単位：円）　

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 399,731,806

減価償却費 720,975,094

貸倒引当金の増減額 △ 2,057,371,698

退職給付引当金の増減額 △ 33,592,412

賞与引当金の増減額 6,987,019

資金運用収益 △ 8,768,237,880

資金調達費用 3,065,152,509

有価証券関連損 54,701,567

固定資産処分損益 408,580

貸出金の純増減 49,111,730,150

債券の純増減 △ 9,670,000,000

借用金の純増減 △ 34,935,235,200

資金運用による収入 8,800,914,870

資金調達による支出 △ 2,905,767,743

その他 15,180,664

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,805,577,326

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 302,447,000

有価証券の売却による収入 6,670,429

有形固定資産の取得による支出 △ 196,029,266

無形固定資産の取得による支出 △ 199,733,600

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 691,539,437

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

出資金の受入による収入 200,000,000

リース債務の返済による支出 △ 457,920,024

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 257,920,024

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 2,856,117,865

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 12,951,604,462

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 15,807,722,327

キャッシュ・フロー計算書

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

科　　目 金　　額
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（単位:円）

評価・換算差額等

米穀資金・新事業
創出促進積立金

繰越利益剰余金

156,148,742,000        1,183,704,706    △1,754,960,071 155,577,486,635 △23,873,839 155,553,612,796 

出 資 金 の 受 入 200,000,000 200,000,000 200,000,000 

当 期 純 利 益 399,731,806 399,731,806 399,731,806 

米穀資金・新事 業創 出促 進積 立金 △87,140,931 87,140,931 0 0 

株主資本以外の 項目 の当 期変 動額
( 純 額 )

0 △18,247,347 △18,247,347 

200,000,000 △87,140,931 486,872,737 599,731,806 △18,247,347 581,484,459 

156,348,742,000 1,096,563,775 △1,268,087,334 156,177,218,441 △42,121,186 156,135,097,255 

　
　　 ２.米穀資金・新事業創出促進積立金は、沖縄振興開発金融公庫法施行令附則第４条第２項に基づく法第19条第４項の業務に係る積立金
        であります。

民間企業仮定株主資本等変動計算書

(令和6年4月1日～令和7年3月31日)

株　主　資　本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券

評価差額金

その他利益剰余金

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

(注）１.米穀資金・新事業創出促進積立金については民間企業仮定損益計算書から計算されたものではなく、現行の財務諸表から計算された
        金額であります。
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財務書類の注記 

重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法、ただし

市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。また、投資事

業組合への出資金については組合の事業年度に係る財務諸表等に基づいて、組合の損益のうち持

分相当額を純額で計上しております。 

 

２. 固定資産の償却方法 

(１) 有形固定資産(リース資産を除く) 

 有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建 物  8 ～ 50 年 

動 産  5 ～ 15 年 

(２) 無形固定資産 

 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。自社利用のソフトウェア（公

庫内利用分）については、公庫内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

(３) リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減価償却

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３. 引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている貸倒引当金算定基準に則り、次のとおり計上しております。 

 「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 令和4年4月14日最終改正）に規定する正

常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後

３年間の予想損失額を見込んで引き当てており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基

礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求めこれに将来見込み等、
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必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引

き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

破綻懸念先の債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取

に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フ

ローを当初の約定利率で割り引いた金額と債権の帳簿価格との差額を貸倒引当金とする方法（DCF

法）により計上しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、業務関連部署の協力の下に資産査定部署が資産

査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

(２) 賞与引当金 

 賞与引当金は、役員及び職員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上

しております。 

(３) 退職給付引当金 

 当公庫は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 退職給付引当金は、役員及び職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。なお、企業年金基金制度については、基金全体の令和６年

３月末の年金債務額から令和７年３月末の年金資産額を控除した積立不足額を標準給与月額

の当公庫の負担割合に応じて退職給付債務を認識しております。また、退職一時金については、

当公庫は職員300人未満の企業に該当することから、簡便法を適用し、自己都合による期末退職

金要支給額を退職給付債務とする方法によっております。 

 

４. 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、業務経費等の費

用は税込方式によっております。 

 

５. 債券発行費の会計処理 

 支出時に全額費用として処理しております。 
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注記事項－貸借対照表関係 

１. リスク管理債権の明細 

沖縄振興開発金融公庫は、「銀行法」及び「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律

（金融再生法）」の対象ではありませんが、自己査定の結果を踏まえて、銀行法に基づくリス

ク管理債権について開示しています。 

なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部

又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取

引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金

並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っ

ている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額  10,147,327,629円 

危険債権額               15,148,046,051円 

三月以上延滞債権額                       0円 

貸出条件緩和債権額           63,491,540,862円 

合計額                 88,786,914,542円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の

申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であ

ります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化

し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している

貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出

金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

 上記の債権額は、資産査定結果を踏まえ算出したもので、貸倒引当金控除前の金額であります。

なお、上記債権額は未貸付額を含んだ金額であります。 
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２. 未貸付額 

 貸借対照表にて、貸出金より控除している未貸付額は、貸付資金の未交付額であります。 

３. 有価証券関係 

(１) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく、時価評価の対象とはしていません。 

 

（注）市場価格のない株式等の民間企業仮定貸借対照表計上額 

（単位：円） 

区分 民間企業仮定貸借対照表計上額 

関連会社株式 2,115,000,000 

合計 2,115,000,000 

 

(２) その他有価証券 

（単位：円） 

 
種類 

民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
取得原価 差額 

時価が民間企業仮定貸借対

照表計上額を超えないもの 
社債 2,102,218,814 2,144,340,000 △42,121,186 

 合計 2,102,218,814 2,144,340,000 △42,121,186 

（*）社債の時価については、当期末において同様の新規引受を行った場合に想定される信用

リスクを加味した利率により、将来の元利金の受取額を割り引いた現在価値を時価と

しています。 

 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の民間企業仮定貸借対照表計上額 

（単位：円） 

区分 民間企業仮定貸借対照表計上額 

非上場株式 4,024,396,686 

合計 4,024,396,686 
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注記事項－キャッシュ・フロー計算書関係 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、民間企業仮定貸借対照表上の「現金預け金」

であります。 

 現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係は次のとおりであります。 

現金預け金勘定      15,807,722,327 円 

現金及び現金同等物    15,807,722,327 円 

 

注記事項－行政コスト計算書関係 

１. 機会費用の計上基準 

(１) 政府出資 

 政府出資金に係る機会費用の算定における利子率は 1.497%を採用しております。 

 

(２) 通常の資金調達よりも有利な条件による資金調達 

 無利子による政府からの資金調達に係る機会費用は、各年度における通常の資金調達に係る

約定利率の加重平均値を実質金利として算定し、これを各無利子借入金の借入残高に乗じて算

定しております。 

 

(３) 公務員からの出向職員に係る退職給付引当金の当期増加額 

 公務員からの出向職員に係る、自己都合による期末退職手当所要額と期首退職手当所要額の

差額を計上しております。 

 

その他 

 持分法損益 

 持分法を適用した場合の関連会社株式の評価額及び持分法を適用した場合の投資利益は次の

とおりであります。 

関連会社に対する投資の金額 2,115,000,000円 

持分法を適用した場合の関連会社株式評価額   3,766,634,216円 

貸借対照表価額との差額 1,651,634,216円 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 188,535,348円 
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重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

附属明細書（抜粋） 

１. 引当金の明細 

（単位：円、以下同じ） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸倒引当金 24,236,498,404 539,493,574 2,596,865,272 22,179,126,706 

 一般貸倒引当金 9,780,179,978 4,621,019 - 9,784,800,997 

 個別貸倒引当金 14,456,318,426 534,872,555 2,596,865,272 12,394,325,709 

賞与引当金 175,268,056 182,255,075 175,268,056 182,255,075 

退職給付引当金 2,229,322,090 287,676,226 321,268,638 2,195,729,678 

  退職一時金に係る引当金 2,441,227,858 191,751,512 222,798,186 2,410,181,184 

  企業年金基金に係る引当金 △211,905,768 95,924,714 98,470,452 △214,451,506 

 

（注） 計上の理由及び額の算定方法については、注記－重要な会計方針にて記載しております。 

 

２.  リスク管理債権の明細 

（注） リスク管理債権の明細及び定義については、注記事項-貸借対照表関係にて記載しております。 

 

３．  金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権 

金融再生法 

による開示 
債権額 担保・保証等 引当金 保全額 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
10,147,327,629 1,222,642,500 8,924,685,129 10,147,327,629 

危険債権 15,148,046,051 5,108,583,805 3,469,640,580 8,578,224,385 

要管理債権 63,491,540,862    

計 88,786,914,542 6,331,226,305 12,394,325,709 18,725,552,014 

正常債権 894,395,534,758    

合計 983,182,449,300    

 

（注） １．上記債権額は未貸付額を含んだ金額であります。 

 ２．貸倒引当金は正常債権及び要管理債権に対する一般貸倒引当金を除いて開示しております。 
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 ３．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の

申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権で

あります。 

 ４．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化

し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権であります。 

 ５．要管理債権とは、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権であります。 

 ６．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、３、４及び５

に掲げる債権以外に区分される債権であります。 

 

 

４．  自己査定と金融再生法に基づく開示債権との関係 

自己査定  金融再生法  

破綻先 547,056,218 
 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
10,147,327,629 

 

  

実質破綻先 9,600,271,411   

破綻懸念先 15,148,046,051 
 

危険債権 15,148,046,051 
 

  

要注意先  要管理先 69,338,910,062  要管理債権 63,491,540,862  

  その他要注意先 124,319,714,954      

正常先 764,228,450,604      

合計 983,182,449,300      

 

（注） 上記金額は未貸付額を含んだ金額であります。 

 


